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連結株主資本等変動計算書（自2021年7月1日　至2022年6月30日） (単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 1,948,025 1,949,813 △6,812,327 △8,917 △2,923,405

会計方針の変更による累積的影響額 △43,783 △43,783

会計方針の変更を反映した当期首残高 1,948,025 1,949,813 △6,856,111 △8,917 △2,967,189

当連結会計年度変動額

新株の発行 3,250,000 3,250,000 6,500,000

減資 △5,098,025 5,098,025 －

欠損填補 △6,864,598 6,864,598 －

親会社株主に帰属する当期純損失 － － △2,178,732 － △2,178,732

株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額（純額）

－ － － － －

当連結会計年度変動額合計 △1,848,025 1,483,426 4,685,866 － 4,321,267

当連結会計年度末残高 100,000 3,433,240 △2,170,244 △8,917 1,354,078

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価
証 券
評価差額金

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当連結会計年度期首残高 △9,884 △9,884 △2,933,290

会計方針の変更による累積的影響額 △43,783

会計方針の変更を反映した当期首残高 △9,884 △9,884 △2,977,074

当連結会計年度変動額

新株の発行 6,500,000

減資 －

欠損填補 －

親会社株主に帰属する当期純損失 － － △2,178,732

株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額（純額）

2,872 2,872 2,872

当連結会計年度変動額合計 2,872 2,872 4,324,139

当連結会計年度末残高 △7,012 △7,012 1,347,065

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結注記表

（継続企業の前提に関する注記）

　当社グループは、長期化する新型コロナ感染症の影響を受け、当連結会計年度において

売上高25,437百万円、営業損失2,157百万円、経常損失2,021百万円を計上しました。

　またシンジケートローン12,600百万円の返済期日が2023年３月に到来する事から、借入

金の返済等の資金繰りに懸念が生じており、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ

うな事象または状況が存在しております。

　当社グループは、当該状況を解消すべく、以下の通り対応を進めてまいります。

（１）事業の進捗について

　当連結会計年度（2021年７月１日から2022年６月30日まで）における我が国経済は、新

型コロナウイルスの度重なる感染拡大や新たな変異株の流行等により先行き不透明な状況

が続きました。しかしながら2022年３月22日をもって東京や愛知、大阪など18都道府県に

適用されていたまん延防止等重点措置が全面解除され、また国際的な人の往来再開に向け

水際措置も段階的な緩和が行われるなど、感染抑止策や医療提供体制は保ちつつも経済社

会活動の本格的な再開へ、両立の動きが強まっております。

　2022年７月29日に観光庁が公表している最新の宿泊旅行統計調査（2022年５月第２次速

報、2022年６月第１次速報）によりますと、2022年５月の延べ宿泊者数は3,674万人泊（前

年同月比+77.3％、2019年同月比△28.5％）、６月は3,451万人泊（前年同月比+73.4％、

2019年同月比△24.7％）と、大きく前年は上回るものの、コロナ禍以前には至らない水準

で推移しております。

　このような事業状況の下で、当社運営ホテルにおける月次の客室稼働率及び客室単価

は、期中に感染拡大期を含みつつも前年同期の各月を上回る水準で推移し、2022年３月22

日のまん延防止等重点措置の全面解除以降、月次の客室稼働率は2019年６月期に近い水準

にて推移しております。また客室単価も回復基調で推移し、2021年12月度は6,245円と2020

年３月以降で初めて６千円台まで回復し、2022年１月から２月にかけての感染拡大期にお

いても６千円台を下回ることなく推移いたしました。コロナ禍以前インバウンド需要が強

く、比較的単価の高かった大都市圏における客室単価は本格的な回復には至っていないも

のの、客室単価の回復や各種施策により足元の収支は大きく改善しております。

　今後は、水際措置の更なる緩和や経済社会活動の本格的な再開状況に合わせた各種プラ

ンの提供、適切なレベニューマネジメントにより、さらなる収益拡大を進めてまいりま

す。

（２）構造改革について

　「構造改革推進本部」において分科会「店舗運営」「営業本部・本社管理部門の効率

化、スリム化」「事業モデルの見直し」「商品力強化・販売機会の創出」を設け、中長期

的な目線で事業運営体制の効率化を目指した取り組みを進めた結果、当連結会計年度の費
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用削減目標額である1,331百万円を達成いたしました。特に当社において原価に占める割合

の大きい「賃借料」については、「事業モデルの見直し」の一環として、長引くコロナ禍

の影響下で運営を継続する現状を踏まえた交渉を行った結果、前連結会計年度を上回る額

にて当連結会計年度目標を達成いたしました。また「人件費」については、新規開業によ

る新たな人員の配置等により全体額としては大きな削減には繋がらないものの、引き続き

採用募集費、福利厚生費等の一時的な節減に加え、「店舗運営」「営業本部・本社管理部

門の効率化、スリム化」にて検討されたシフトの効率化などオペレーションの効率化や運

営コストのスリム化に繋がる様々な施策を実行フェーズに移しており、稼働回復後も継続

可能なローコストオペレーション体制の構築を段階的に進めております。「商品力強化・

販売機会の創出」では、朝食の有料化を開始した店舗のモニタリングや追加施策の検討、

また事業成長や収益に貢献するような施策について引き続き検討を進めており、需要回復

段階に応じた市場ニーズの変化、収益性、実現性、話題性など様々な切り口からの議論、

当社の業績動向、今後の事業方針等を踏まえ、具体化や投入時期等の検討を進めてまいり

ます。

　なお、各自治体からの要請に応じ一部の店舗について、新型コロナウイルス感染者のう

ち軽症者等の宿泊療養施設としてホテル建物の一棟貸しを行っており、当連結会計年度末

時点において両事業合わせ11都道府県に対し実施しております。一棟貸し対象のホテルに

おいては契約期間中、適切な価格設定により一定の売上高が確保されることから、業績回

復の下支えとなっております。また感染拡大防止のために行う非接触型サービス導入に対

する助成制度等を利用し、従前より利便性向上に向け段階的に進めておりましたセルフチ

ェックイン・アウト機の既存店導入計画を大きく前倒しし、当連結会計年度において両事

業合わせて11店舗に導入いたしました。

　足元では経済社会活動の本格的な再開への動きが強まっており、水際措置の更なる緩和

が予想されることから、ビジネス、レジャー需要ともにさらなる回復が進むと想定してお

ります。金融機関とは良好な関係を維持できており、継続的な支援が受けられるものと考

えておりますが、金融機関と締結した借入契約の一部については、契約上の返済期限が短

期となっていることから、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

ます。

　なお、連結計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重

要な不確実性の影響を連結計算書類には反映しておりません。

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１. 連結の範囲に関する事項

　　すべての子会社を連結しております。

　　連結子会社の数　　１社

　　連結子会社の名称

　株式会社チョイスホテルズジャパン
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建物及び構築物 ２～50年

工具、器具及び備品 ２～20年

２. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

３. 会計方針に関する事項

(1)資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

　市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

原材料及び貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しておりま

す。

(2)固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用

しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアにつきましては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

③ リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3)引当金の計上基準

貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。
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(4)収益及び費用の計上基準

　当社グループは、ホテル運営により収益を上げる専業のホテルオペレーターとし

て、内外顧客に対し宿泊・料飲サービスの提供等を行っております。

　ホテル運営は主に客室、宴会場、レストラン及びそれらに付帯するサービスの提

供を行っておりますが、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しておりま

す。

会計方針の変更に関する注記

　１．収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下

「収益認識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した

財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け

取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　これにより、従来はチェックイン時に収益を認識しておりましたが、サービス提

供の進捗に応じて収益を認識する方法に変更しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定

める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針

を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減

し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、利益剰余金の当期首残高は43,783千円減少しております。

　また、当連結会計年度の売上高は11,409千円減少し、営業利益は同額減少してお

ります。

　２．時価の算定に関する会計基準等の適用

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下

「時価算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定

会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年

７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め

る新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結計

算書類に与える影響はありません。

　また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳

等に関する事項等の注記を行っております。
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表示方法の変更に関する注記

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「支払

手数料」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しました。

　前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「支払

補償費」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しました。

会計上の見積りに関する注記

　固定資産の減損損失

　１.当期の連結計算書類に計上した額

　　 減損損失　118,450千円

　２.識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、資産を用途により事業用資産、賃貸用資産及び遊休資産に分類し、

管理会計の単位、賃貸用資産及び遊休資産については、個別物件単位に基づきグルーピ

ングを行っております。減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得

られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損

損失の認識の要否を判定します。判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が

帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要と判断された場合、帳簿価額を回収可能価額

（正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、帳簿価額の減少額は減

損損失として計上します。当期においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大によ

る影響により、一部の資産のグルーピング単位で、減損の兆候があると認められたた

め、減損損失の認識の要否の判定を行いました。その結果、減損損失の認識が必要とさ

れた一部の資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少額は減

損損失として計上しました。

　なお、将来キャッシュ・フローについては、今後の新型コロナウイルスの感染状況に

加え、将来の不確実な経済条件や市場価額の変動などによって影響を受ける可能性があ

り、実際の結果が見積りと乖離した場合、翌期の連結計算書類において、固定資産の金

額に重要な影響を与える可能性があります。

追加情報

（新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する会計上の見積り）

　新型コロナウイルス感染症について、今後の見通しや影響の程度を予測することは困

難な状況にありますが、日本国内のワクチン接種率の高まりや消費喚起策の実施等に伴

い、国内レジャーの需要回復、また各産業の事業活動の本格化による国内ビジネス需要

の増加が順次進み、足元では2019年レベルまで概ね回復しております。しかしながらイ
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土地 313,290千円

長期借入金 2,117,000千円

ンバウンド需要に関しましては、世界的な経済活動再開が進んでおりますが、日本では

外国人観光客受け入れ対応の遅れから、2019年レベルまでの回復は、現状2023年秋頃と

想定しております。それらの仮定に基づき継続企業の前提に関する事項の検討及び固定

資産の減損判定をしております。

　これらの仮定の見直しにより、将来の収益見通しを慎重に検討した結果、減損損失を

118,450千円計上しております。

　しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡大による影響は不確定要素が多く、翌期

以降の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記

１. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

(2) 担保に係る債務

２. 有形固定資産の減価償却累計額       4,837,372千円

３. 財務制限条項

　当社における借入金のうち350,026千円については下記の財務制限条項が付されてお

ります。

(1) 2019年６月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の単体の貸借

対照表において、純資産の部の合計額を、2018年６月決算期の年度決算期の末日

における純資産の部の合計額又は前年度決算期の末日における純資産の部の合計

額のいずれか大きい方の75％以上に維持すること。

(2) 2019年６月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の単体の損益

計算書において、経常損益の金額を２期連続してゼロ円未満にしないこと。

　当社における借入金のうち1,492,000千円については下記の財務制限条項が付されて

おります。

(3) 2022年６月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の連結又は単

体の貸借対照表において、純資産の部の合計額を、2021年６月決算期の年度決算

期の末日における純資産の部の合計額又は前年度決算期の末日における純資産の

部の合計額のいずれか大きい方の75％以上に維持すること。

(4) 2021年６月期以降、借主は決算期末日における連結の貸借対照表の純資産の部と

資本的劣後ローンの金額を合計した金額をゼロ円未満としないこと。

(5) 2022年６月期以降、連結の損益計算書において、営業損益の金額をゼロ円未満と
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しないこと。

(6) 2022年６月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の連結又は単

体の損益計算書において、経常損益の金額を２期連続してゼロ円未満にしないこ

と。

　当社は2021年３月26日付で「シンジケートローン契約」を締結しており、借り換え

を行った15,600,000千円には、下記の財務制限条項が付されております。

(7) 2021年６月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の連結の貸借

対照表における純資産の部の金額及び劣後タームローン貸付の元本残高及び本契

約上で規定した劣後タームローン貸付以外の金融機関によって資本性が認められ

る劣後ローンの元本残高の合計額を、ゼロ円未満にしないこと。

(8) 2022年６月決算期を初回とする各年度決算期に係る借入人の連結の損益計算書上

の営業損益に関して、それぞれ営業損失を計上しないこと。

　なお、一部の財務制限条項に抵触しておりますが、主たる各金融機関に対して当該

財務制限条項の判定の免除を依頼し承諾を得ております。

連結損益計算書に関する注記

　顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載し

ておりません。顧客との契約から生じる収益の金額は、連結計算書類の収益認識に関する

注記に記載しております。

－ 8 －



普通株式 12,886,200株

Ａ種種類株式 6,000株

Ｂ種種類株式 500株

決 議
株式の
種類

配当金の
総額

１株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

2 0 2 2年９月 2 9日
定 時 株 主 総 会

A種種類株式 167,671千円 27,945.2円 2022年６月30日 2022年９月30日

2 0 2 2年９月 2 9日
定 時 株 主 総 会

B種種類株式 13,972千円 27,945.2円 2022年６月30日 2022年９月30日

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

２. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

無配のため該当事項はありません。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

度となるもの
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 45,695 45,695 －

(2) 長 期 貸 付 金
（含１年内回収予定分）

19,664

貸 倒 引 当 金 ( ＊ １ ) △16,012

3,652 3,608 △43

(3) 差 入 保 証 金 568,222 549,486 △18,736

資 産 計 617,570 598,790 △18,780

(1) 長 期 借 入 金
（含１年内返済予定分）

10,939,225 10,935,167 △4,057

負 債 計 10,939,225 10,935,167 △4,057

区分 当連結会計年度

非 上 場 株 式 14,100

差 入 保 証 金 5,215,811

金融商品に関する注記

１. 金融商品の状況に関する事項

　当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金を原則として自己資金により充当

し、不足分について銀行借入により調達しており、短期的な運転資金についても、同

様であります。また、一時的な余資は主に安全性の高い金融資産で運用しておりま

す。

２. 金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金、短期借入金、未払

金、未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注

記を省略しております。

（単位：千円）

（＊１）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（＊２）市場価格のない株式等は、「(1) 投資有価証券」には含めておりません。

また、差入保証金のうち、返済スケジュールが未確定で将来キャッシュ・フロ

ーを見積もることが極めて困難なものは、時価開示の対象としておりません。

当該金融商品の連結貸借対照表計上額は、以下の通りであります。

　　　（単位：千円）
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区 分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券

   株 式 45,695 － － 45,695

区 分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長 期 貸 付 金 － 3,608 － 3,608

差 入 保 証 金 － 549,486 － 549,486

長 期 借 入 金 － 10,935,167 － 10,935,167

３. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の３つのレベルに分類しております。

　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における相場価格により算定

した時価

　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なイン

プットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ

らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最

も低いレベルに時価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産

（単位：千円）

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

資　産

(1) 投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で

取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
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合計

宿泊売上 24,637,424

顧客との契約から生じる収益 24,637,424

その他の収益 799,863

外部顧客への売上高 25,437,288

１株当たり純資産額 △414円29銭

１株当たり当期純損失 △169円20銭

(2) 長期貸付金（含１年内回収予定分）

　長期貸付金の時価は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク

区分ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信

用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しており、

レベル２の時価に分類しております。

(3) 差入保証金

　差入保証金の時価は、契約期間及び契約更新等を勘案し、その将来キャッ

シュ・フローを国債の利率により割り引いて算定する方法によっており、レ

ベル２の時価に分類しております。

負　債

(1) 長期借入金（含む１年内返済予定分）

　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利が反映され

るため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。また、固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を

行った場合に想定される利率で割引いた現在価値により算定しております。

これらについては、レベル２の時価に分類しております。

収益認識に関する注記

１. 収益の分解情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

　　　　　（単位：千円）

２. 収益を理解するための基礎となる情報

　「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　３．会計方針

に関する事項」の「(4)収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象

　該当事項はありません。
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用途 場所 種類 金額（千円）

事業用資産 京都府京都市

建物及び構築物 9,719

工具、器具及び備品 32,950

その他 24,455

事業用資産 長崎県長崎市

建物及び構築物 5,276

工具、器具及び備品 1,987

事業用資産 兵庫県姫路市

建物及び構築物 1,390

工具、器具及び備品 3,727

その他 5,957

事業用資産 北海道北見市

建物及び構築物 257

工具、器具及び備品 3,312

事業用資産 千葉県浦安市 建物及び構築物 3,275

事業用資産 三重県津市 工具、器具及び備品 520

事業用資産 三重県伊勢市

建物及び構築物 6,762

工具、器具及び備品 587

事業用資産 三重県四日市市

建物及び構築物 14,464

工具、器具及び備品 3,804

合　計 118,450

その他の注記

・減損損失に関する注記

　当連結会計年度において、以下の資産について減損損失を計上しております。
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　　当社グループは、資産を用途により事業用資産、賃貸用資産及び遊休資産に分類して

おります。

　　また、事業用資産については、管理会計の単位、賃貸用資産及び遊休資産について

は、個別物件単位に基づきグルーピングしております。

　　長崎県長崎市、三重県伊勢市の事業用資産は、営業終了の意思決定を行ったため、当

該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に

計上しております。当該資産の回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、

将来キャッシュ・フローがマイナスであるため、零として算定しております。

　　それ以外の事業用資産については収益性が低下しているため、当連結会計年度におい

て帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上し

ております。回収可能価額の算定は使用価値又は正味売却価額に基づいております。土

地を除く固定資産については使用価値によっておりますが、使用価値は見積将来キャッ

シュ・フローに基づく評価額がマイナスであるため零として算定しております。土地に

ついては正味売却価額によっており、主として固定資産税評価額に基づき算定しており

ます。

・記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書（自2021年7月1日　至2022年6月30日） (単位：千円)

株主資本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金 利 益
剰 余 金
合 計

特別償却
準 備 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,948,025 1,948,025 1,787 1,949,813 32,500 11,812 △6,864,598 △6,820,286

会計方針の変更に
よる累積的影響額

△43,783 △43,783

会計方針の変更を
反映した当期首残高

1,948,025 1,948,025 1,787 1,949,813 32,500 11,812 △6,908,382 △6,864,070

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 3,250,000 3,250,000 3,250,000

減 資 △5,098,025 △5,198,025 10,296,051 5,098,025

欠 損 填 補 △6,864,598 △6,864,598 6,864,598 6,864,598

当 期 純 損 失 － － － － － － △2,196,976 △2,196,976

特別償却準備金の取崩 － － － － － △7,257 7,257 －

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

－ － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 △1,848,025 △1,948,025 3,431,452 1,483,426 － △7,257 4,674,880 4,667,622

当 期 末 残 高 100,000 － 3,433,240 3,433,240 32,500 4,554 △2,233,502 △2,196,447

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産
合 計自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △8,917 △2,931,365 △9,884 △9,884 △2,941,249

会計方針の変更に
よる累積的影響額

△43,783 △43,783

会計方針の変更を
反映した当期首残高

△8,917 △2,975,148 △9,884 △9,884 △2,985,033

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 6,500,000 6,500,000

減 資 － －

欠 損 填 補 － －

当 期 純 損 失 － △2,196,976 － － △2,196,976

特別償却準備金の取崩 － － － － －

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

－ － 2,872 2,872 2,872

事業年度中の変動額合計 － 4,303,023 2,872 2,872 4,305,895

当 期 末 残 高 △8,917 1,327,874 △7,012 △7,012 1,320,862

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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個別注記表

（継続企業の前提に関する注記）

　当社は、長期化する新型コロナ感染症の影響を受け、当事業年度において売上高25,464

百万円、営業損失2,178百万円、経常損失2,040百万円を計上しました。

　またシンジケートローン12,600百万円の返済期日が2023年３月に到来する事から、借入

金の返済等の資金繰りに懸念が生じており、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ

うな事象または状況が存在しております。

　当社は、当該状況を解消すべく、以下の通り対応を進めてまいります。

（１）事業の進捗について

　当事業年度（2021年７月１日から2022年６月30日まで）における我が国経済は、新型コ

ロナウイルスの度重なる感染拡大や新たな変異株の流行等により先行き不透明な状況が続

きました。しかしながら2022年３月22日をもって東京や愛知、大阪など18都道府県に適用

されていたまん延防止等重点措置が全面解除され、また国際的な人の往来再開に向け水際

措置も段階的な緩和が行われるなど、感染抑止策や医療提供体制は保ちつつも経済社会活

動の本格的な再開へ、両立の動きが強まっております。

　2022年７月29日に観光庁が公表している最新の宿泊旅行統計調査（2022年５月第２次速

報、2022年６月第１次速報）によりますと、2022年５月の延べ宿泊者数は3,674万人泊（前

年同月比+77.3％、2019年同月比△28.5％）、６月は3,451万人泊（前年同月比+73.4％、

2019年同月比△24.7％）と、大きく前年は上回るものの、コロナ禍以前には至らない水準

で推移しております。

　このような事業状況の下で、当社運営ホテルにおける月次の客室稼働率及び客室単価

は、期中に感染拡大期を含みつつも前年同期の各月を上回る水準で推移し、2022年３月22

日のまん延防止等重点措置の全面解除以降、月次の客室稼働率は2019年６月期に近い水準

にて推移しております。また客室単価も回復基調で推移し、2021年12月度は6,245円と2020

年３月以降で初めて６千円台まで回復し、2022年１月から２月にかけての感染拡大期にお

いても６千円台を下回ることなく推移いたしました。コロナ禍以前インバウンド需要が強

く、比較的単価の高かった大都市圏における客室単価は本格的な回復には至っていないも

のの、客室単価の回復や各種施策により足元の収支は大きく改善しております。

　今後は、水際措置の更なる緩和や経済社会活動の本格的な再開状況に合わせた各種プラ

ンの提供、適切なレベニューマネジメントにより、さらなる収益拡大を進めてまいりま

す。

（２）構造改革について

　「構造改革推進本部」において分科会「店舗運営」「営業本部・本社管理部門の効率

化、スリム化」「事業モデルの見直し」「商品力強化・販売機会の創出」を設け、中長期

的な目線で事業運営体制の効率化を目指した取り組みを進めた結果、当事業年度の費用削

減目標額である1,331百万円を達成いたしました。特に当社において原価に占める割合の大
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きい「賃借料」については、「事業モデルの見直し」の一環として、長引くコロナ禍の影

響下で運営を継続する現状を踏まえた交渉を行った結果、前事業年度を上回る額にて当事

業年度目標を達成いたしました。また「人件費」については、新規開業による新たな人員

の配置等により全体額としては大きな削減には繋がらないものの、引き続き採用募集費、

福利厚生費等の一時的な節減に加え、「店舗運営」「営業本部・本社管理部門の効率化、

スリム化」にて検討されたシフトの効率化などオペレーションの効率化や運営コストのス

リム化に繋がる様々な施策を実行フェーズに移しており、稼働回復後も継続可能なローコ

ストオペレーション体制の構築を段階的に進めております。「商品力強化・販売機会の創

出」では、朝食の有料化を開始した店舗のモニタリングや追加施策の検討、また事業成長

や収益に貢献するような施策について引き続き検討を進めており、需要回復段階に応じた

市場ニーズの変化、収益性、実現性、話題性など様々な切り口からの議論、当社の業績動

向、今後の事業方針等を踏まえ、具体化や投入時期等の検討を進めてまいります。

　なお、各自治体からの要請に応じ一部の店舗について、新型コロナウイルス感染者のう

ち軽症者等の宿泊療養施設としてホテル建物の一棟貸しを行っており、当事業年度末時点

において両事業合わせ11都道府県に対し実施しております。一棟貸し対象のホテルにおい

ては契約期間中、適切な価格設定により一定の売上高が確保されることから、業績回復の

下支えとなっております。また感染拡大防止のために行う非接触型サービス導入に対する

助成制度等を利用し、従前より利便性向上に向け段階的に進めておりましたセルフチェッ

クイン・アウト機の既存店導入計画を大きく前倒しし、当事業年度において両事業合わせ

て11店舗に導入いたしました。

　足元では経済社会活動の本格的な再開への動きが強まっており、水際措置の更なる緩和

が予想されることから、ビジネス、レジャー需要ともにさらなる回復が進むと想定してお

ります。金融機関とは良好な関係を維持できており、継続的な支援が受けられるものと考

えておりますが、金融機関と締結した借入契約の一部については、契約上の返済期限が短

期となっていることから、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

ます。

　なお、計算書類等は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要

な不確実性の影響を計算書類等には反映しておりません。

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式　　　　　移動平均法による原価法

②その他有価証券

　・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）
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建物 ２～50年

工具、器具及び備品 ２～20年

　・市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

原材料及び貯蔵品　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

２. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用

しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアにつきましては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

(3) リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３. 引当金の計上基準

貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

４. 収益及び費用の計上基準

　当社は、ホテル運営により収益を上げる専業のホテルオペレーターとして、内外

顧客に対し宿泊・料飲サービスの提供等を行っております。

　ホテル運営は主に客室、宴会場、レストラン及びそれらに付帯するサービスの提

供を行っておりますが、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しておりま

す。
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会計方針の変更に関する注記

　１．収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下

「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又

はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取る

と見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　これにより、従来はチェックイン時に収益を認識しておりましたが、サービス提

供の進捗に応じて収益を認識する方法に変更しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定

める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡

及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該

期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、利益剰余金の当期首残高は43,783千円減少しております。

　また、当事業年度の売上高は11,409千円減少し、営業利益は同額減少しておりま

す。

　２．時価の算定に関する会計基準等の適用

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下

「時価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計

基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月

４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新

たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、計算書類に

与える影響はありません。

表示方法の変更に関する注記

（損益計算書）

　前事業年度において営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「支払手数

料」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より、区分掲記しました。

　前事業年度において営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「支払補償

費」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より、区分掲記しました。
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土地 313,290千円

長期借入金 2,117,000千円

短期金銭債権 46,106千円

長期金銭債権 120,000

短期金銭債務 90,081

会計上の見積りに関する注記

　固定資産の減損損失

　１.当期の計算書類に計上した額

　　 減損損失　118,450千円

　２.識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　連結注記表「会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記

を省略しております。

追加情報

（新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する会計上の見積り）

　新型コロナウイルス感染症について、今後の見通しや影響の程度を予測することは

困難な状況にありますが、日本国内のワクチン接種率の高まりや消費喚起策の実施等

に伴い、国内レジャーの需要回復、また各産業の事業活動の本格化による国内ビジネ

ス需要の増加が順次進み、足元では2019年レベルまで概ね回復しております。しかし

ながらインバウンド需要に関しましては、世界的な経済活動再開が進んでおります

が、日本では外国人観光客受け入れ対応の遅れから、2019年レベルまでの回復は、現

状2023年秋頃と想定しております。それらの仮定に基づき継続企業の前提に関する事

項の検討及び固定資産の減損判定をしております。

　これらの仮定の見直しにより、将来の収益見通しを慎重に検討した結果、減損損失

を118,450千円計上しております。

　しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡大による影響は不確定要素が多く、翌

期以降の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

貸借対照表に関する注記

１. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

(2) 担保に係る債務

２. 有形固定資産の減価償却累計額 4,826,130千円

３. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
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４. 財務制限条項

　当社における借入金のうち350,026千円については下記の財務制限条項が付されてお

ります。

(1) 2019年６月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の単体の貸借

対照表において、純資産の部の合計額を、2018年６月決算期の年度決算期の末日

における純資産の部の合計額又は前年度決算期の末日における純資産の部の合計

額のいずれか大きい方の75％以上に維持すること。

(2) 2019年６月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の単体の損益

計算書において、経常損益の金額を２期連続してゼロ円未満にしないこと。

　当社における借入金のうち1,492,000千円については下記の財務制限条項が付されて

おります。

(3) 2022年６月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の連結又は単

体の貸借対照表において、純資産の部の合計額を、2021年６月決算期の年度決算

期の末日における純資産の部の合計額又は前年度決算期の末日における純資産の

部の合計額のいずれか大きい方の75％以上に維持すること。

(4) 2021年６月期以降、借主は決算期末日における連結の貸借対照表の純資産の部と

資本的劣後ローンの金額を合計した金額をゼロ円未満としないこと。

(5) 2022年６月期以降、連結の損益計算書において、営業損益の金額をゼロ円未満と

しないこと。

(6) 2022年６月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の連結又は単

体の損益計算書において、経常損益の金額を２期連続してゼロ円未満にしないこ

と。

　当社は2021年３月26日付で「シンジケートローン契約」を締結しており、借り換え

を行った15,600,000千円には、下記の財務制限条項が付されております。

(7) 2021年６月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の連結の貸借

対照表における純資産の部の金額及び劣後タームローン貸付の元本残高及び本契

約上で規定した劣後タームローン貸付以外の金融機関によって資本性が認められ

る劣後ローンの元本残高の合計額を、ゼロ円未満にしないこと。

(8) 2022年６月決算期を初回とする各年度決算期に係る借入人の連結の損益計算書上

の営業損益に関して、それぞれ営業損失を計上しないこと。

　なお、一部の財務制限条項に抵触しておりますが、主たる各金融機関に対して当該

財務制限条項の判定の免除を依頼し承諾を得ております。
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関係会社との取引高

営業取引による取引高 699,094 千円

　売上高 27,323

　売上原価 2,023

　販売費及び一般管理費 669,747

営業取引以外の取引 3,069

繰延税金資産

未払事業所税 20,268千円

固定資産 372,477

貸倒引当金 12,377

資産除去債務 170,206

　税務上の繰越欠損金 4,442,392

その他 7,573

繰延税金資産小計 5,025,297

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △4,442,392

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △582,904

評価性引当額小計 △5,025,297

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債

特別償却準備金 △1,969

建物（資産除去債務） △52,519

繰延税金負債合計 △54,488

繰延税金負債の純額 △54,488

損益計算書に関する注記

株主資本等変動計算書に関する注記

　当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

普通株式 9,742株

税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、建物及び構築物の一部については、所有権移転

外ファイナンス・リース契約により使用しております。

関連当事者との取引に関する注記

　重要な取引が存在しないため記載を省略しております。
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合計

宿泊売上 24,662,247

顧客との契約から生じる収益 24,662,247

その他の収益 802,363

外部顧客への売上高 25,464,611

１株当たり純資産額 △416円32銭

１株当たり当期純損失 △170円62銭

収益認識に関する注記

１. 収益の分解情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

　　　　　（単位：千円）

２. 収益を理解するための基礎となる情報

　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「４．収益及び費用の計上基準」に

記載のとおりであります。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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